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エネルギー供給強靱化法の施行及び検証WG結果
を踏まえた組織体制のあり方について
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◼ 2020年６月に成立した 強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一
部を改正する法律（エネルギー供給強靱化法）により、広域機関の業務が追加された。

◼ また、2015年の発足から５年が経過する中、今後、電力広域機関の役割と機能が大きく強化されるこ
とを踏まえ、これまでの活動について、中立性や公平性の観点を含めて第三者による検証作業を行うため、
国の審議会である「総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会 電力･ガス基本政策小委員会」
の下に、「電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ（広域機関検証WG）」が設置され、議
論が行われ、中間とりまとめが行われたところ。

◼ 広域機関は検証WGでの提言を踏まえ、アクションプランを策定していくことが求められている。

１．議論の背景① 法改正概要及び検証WGの設置

災害関係

①一般送配電事業者が作成する災害時連携計画の内容の確認

②災害復旧費用の相互扶助制度の運用

系統関係及び再エネ特措法関係

③広域系統整備計画の策定・国への届出。計画に位置づけられた地域間連系線等整備費用の一部への再エネ賦課金方式
の交付金等の交付

④FIT制度に関する交付金の交付

⑤今般新たに導入するFIP制度に関するプレミアムの交付

⑥太陽光パネル等の廃棄費用の積立金の管理

＜エネルギー供給強靭化法により、広域機関に追加される業務＞

（参照）第31回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会 資料４抜粋



3（参考）エネルギー供給強靭化法 概要
（参照）2020年7月13日 第26回電力・ガス基本政策小委員会 資料４より抜粋



4（参考）電力広域的運営推進機関検証WG 開催実績

＜委員名簿＞
※五十音順、敬称略 ◎は座長（委員）

安藤 至大 日本大学経済学部 教授
後藤 元 東京大学大学院 法学政治学研究科 教授
新川 麻 西村あさひ法律事務所 パートナー
高村 ゆかり 東京大学未来ビジョン研究センター 教授
堤 あづさ 有限責任あずさ監査法人 シニアマネジャー 公認会計士
◎山内 弘隆 一橋大学大学院 経営管理研究科 経営管理専攻 特任教授 （一財）運輸総合研究所 所長

＜開催実績＞
第１回（2020年7月29日）

○電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループの設置について
○議事の運営について（案）
○電力広域的運営推進機関からの報告
○電力広域的運営推進機関の検証について

第2回（2020年10月27日）
○第１回でご指摘のあった論点等について
○海外類似機関調査について
○電力広域的運営推進機関の検証について

第3回（2020年11月24日）
○「取りまとめ（案）」について

（参照）広域検証WG 中間とりまとめより抜粋



5１．広域機関検証WGの概要 ②中間とりまとめの概要
（参照）第３回広域検証WG 資料３抜粋



6２．必要な組織体制の準備① 資金管理能力の向上

◼ 現在広域機関の扱う資金とは桁違いな資金管理が求められることから、ガバナンスの強化が必要。

◼ 特に、監査法人等による会計監査の実施、監事・監査室による監査機能の強化といった、監査の在り
方の変容、人材確保をはじめとした業務遂行体制の強化は検証WGでも指摘をいただいているところ。

2020年度 2021年度 2022年度

災害相互
扶助施行

FIT業務
移行

FIP業務
開始

広域系統整備交付金
資金移管

太陽光パネル等
廃棄費用積立開始

＜資金管理の観点からみた新制度（現時点の想定）＞

入出金：10億円/年
※出金は災害規模・件数次第

入出金：1500～2000億円/月

入出金：ー円/月
※現段階では不明

入金：数十億円/年
※開始時に過去分の入金有

※出金は交付金割合等条件未定のため不明

入金：数十億円～数百億円/年
出金：廃棄状況次第



7２．必要な組織体制の準備② 多様化する会員に対しての対応

◼ エネルギー供給強靭化法の成立により、2021年度より、電気事業者の区分が下記のように追加となり、
新区分の事業者も広域機関の会員となる。

◼ ライセンス導入に伴う会費・議決権の在り方については別途判断。

送配

発電 小売

＜エネルギ―供給強靭化法施行に伴う電気事業者区分の変化＞

送配

発電 小売

2021年度 2022年度

配
電

特定
卸供
給

論点
①総会における議決権
「発電：送配：小売＝１：１：１」としている議決権について法
の施行までに在り方を決定する必要がある。
②会費
全事業者から申し受ける一般会費（１事業者１万円）と、一般
送配電事業者から申し受ける特別会費（認可予算額から一般
会費を差し引いた額）についても①と同様。


